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事業概要： 日本オラクル株式会社は、日本の情報・通信分野に属する上場企業であり、証券コード
4716で東京証券取引所に上場している。同社はOracle Corporationのグローバルな製品・サービス
を日本市場で提供しており、クラウド、ソフトウェア・ライセンス、ソフトウェア・サポート、ハードウェア、
サービスを事業領域としている。2025年5月期決算短信では、クラウドとオンプレミスの双方に展開
可能な総合的製品ポートフォリオ、ミッションクリティカル領域で採用されてきたソフトウェア・ライセン
ス製品、Oracle Cloudの展開方針、パートナー企業とのアライアンス強化、中堅中小企業向け需要
創出への取り組みが記載されている。2026年5月期第3四半期決算短信では、企業のIT投資、クラ
ウドサービス、エンタープライズ向けAI、日本OATUGの活動支援、オンプレミス環境からOracle 
Cloud Infrastructure環境への基盤移行、Cloud Applicationsとの連携案件などが記載されている。 
 
財務： 日本オラクルの2025年5月期決算短信では、当事業年度末の流動資産合計が203,861百万
円、現金及び預金が66,616百万円、売掛金が22,573百万円、関係会社短期貸付金が110,000百万
円と記載されている。前事業年度末の流動資産合計は118,829百万円、現金及び預金は91,904百
万円、売掛金は21,202百万円であった。同じ決算短信では、関係会社長期貸付金が前事業年度末
の182,000百万円から当事業年度末の72,000百万円へ減少している。2026年5月期第3四半期決
算短信では、売上高206,670百万円、営業利益67,023百万円、経常利益67,742百万円、四半期純
利益46,929百万円が記載され、当第3四半期会計期間末の総資産は315,493百万円、純資産は
188,081百万円、自己資本比率は59.6％と記載されている。 
 
技術・知財： Oracle Corporationの公式企業情報では、2025年度の収益が570億米ドル、2012年度
以降の研究開発費が900億米ドル以上、150件以上の買収に1,100億米ドル以上を投資したことが
記載されている。また、同情報では、世界初の自律型データベース、AIを搭載したクラウド・アプリ
ケーション・スイート、500万人の顧客コミュニティおよび開発者コミュニティ、世界最大のEHR実装に
関する記載がある。日本オラクルの過去の有価証券報告書では、Oracle International Corporation
がOracle製品に係る知的所有権の保有・管理、製品に関する使用許諾等に関係する会社として記
載されている。本報告書では、このようなグループ内の役割分担を前提に、日本オラクルが国内市
場でOracleグループの製品・サービスを提供する体制を整理している。 
 
戦略・成長： 2025年5月期決算短信では、日本オラクルが顧客のクラウド移行やデータ活用を支援
すること、クラウドとオンプレミス双方に展開可能な製品ポートフォリオを有すること、Oracle Cloudが
ソフトウェア・ライセンスと同じ設計思想・技術で構築されていること、オンプレミス・システムとオラク
ルクラウドとの連携および双方向の移行を可能とすることが記載されている。2026年5月期第3四半
期決算短信では、クラウド売上高が60,638百万円、ソフトウェア・ライセンス売上高が31,669百万
円、ソフトウェア・サポート売上高が85,042百万円、クラウド・アンド・ソフトウェア売上高が177,350百
万円と記載されている。また、OCIは政府情報システムのためのセキュリティ評価制度であるISMAP
に適合したクラウドサービスとして登録されており、2022年10月にデジタル庁におけるガバメントクラ
ウド整備のためのクラウドサービスに決定したことが記載されている。 
 
リスク・ESG： ソフトウェアおよびクラウド事業では、ソースコード、アルゴリズム、顧客データ、導入ノ



ウハウ、営業秘密、情報管理体制が重要な無形資産として扱われる。日本の不正競争防止法上、
営業秘密として保護されるためには、秘密管理性、有用性、非公知性の3要件が必要である。
Oracleは、従業員、パートナー、サプライヤー向けの倫理および業務行動規範を定めており、Oracle 
Code of Ethics and Business Conductでは、Oracleの業務上の価値、責任、法令遵守、機密情報
の保護に関する基本的な考え方が示されている。日本のコーポレートガバナンス・コードは、人的資
本や知的財産への投資等に関する開示と取締役会による監督を求めており、上場会社である日本
オラクルにとっても、無形資産、人的資本、コンプライアンス、情報管理に関する説明は投資家向け
情報開示の重要な構成要素となっている。 

第1章：デジタル経済下における無形資産と知的財産戦略の
パラダイム 
2026年6月現在、グローバル化されたデジタル経済において、エンタープライズ・ソフトウェア企業の
競争優位性を決定づける最大の要因は、無形資産、とりわけ知的財産（IP：Intellectual Property）の
創出、保護、およびそのマネタイズ（収益化）能力に他ならない。本報告書は、日本のIT・通信セク
ターにおいて確固たる地位を築いている日本オラクル株式会社（証券コード：4716、以下「日本オラ
クル」）の知的財産戦略について、2025年5月期決算短信、2026年5月期第3四半期決算短信、コー
ポレートガバナンス情報、および親会社である米国オラクル・コーポレーション（Oracle Corporation）
のグローバルな研究開発動向を統合し、多角的な視点から包括的かつ深層的な分析を行うもので
ある。 
 
日本オラクルの知財戦略を解き明かすことは、単なる一企業の分析にとどまらず、多国籍テクノロ
ジー企業が日本市場においてどのように自社の無形資産をローカライズし、法的・財務的な最適化
を図りながら事業を展開しているかという、グローバル・ビジネスの核心に迫る作業である。国内市
場で自己完結的に基礎研究から特許出願、製品開発までを行う純国産のソフトウェア企業や製造業
と比較して、日本オラクルの構造は根本的に異なる。同社の本質的な知財戦略は、「世界最高峰の
技術を自社でゼロから生み出すこと」ではなく、「グローバル規模で構築・統合された巨大な知的財
産エコシステムを日本市場に引き込み、極めて高い資本効率でキャッシュフローへと変換すること」
に集約される。 
 
本稿では、グローバルでの知財保有構造、有価証券報告書等の財務諸表に表れる知財の収益化と
アセットライトな資本効率、コーポレートガバナンス・コード改訂に伴う無形資産開示要件への対応、
国内の競合他社や他産業との比較分析、そしてクラウド・コンピューティングおよび人工知能（AI）時
代における次世代の営業秘密（トレード・シークレット）保護のあり方について、精緻な考察を展開し
ていく。 

第2章：グローバル・セントラライゼーションによる知財の集中
管理構造 
日本オラクルの知財戦略を論じる上で最も根源的な前提となるのは、オラクル・グループにおけるコ
ア技術の知的財産権が、日本法人（日本オラクル）を中心として創出・保有されているものではない
という構造的な事実である。日本オラクルの有価証券報告書では、Oracle International 
Corporationが、Oracle製品に係る知的所有権の保有・管理、製品に関する日本オラクルへの使用
許諾等に関係する会社として記載されている[1]。このような知的財産の中央集権化（Centralization
）は、多国籍テクノロジー企業が採用するグローバル知財戦略の一形態である。 
 



特許権、著作権、商標権といった中核的な無形資産を特定の法人に集中させることには、以下のよ
うないくつかの決定的な戦略的優位性が存在する。第一に、グローバルでの権利保護と訴訟対応の
一元化である。現代のソフトウェア業界においては、特許トロール（パテント・アサーション・エントリ
ティー）からの防御や、競合他社とのクロスライセンス交渉が日常的に発生する。この際、世界各国
に分散した子会社が個別に特許を保有するよりも、グループ全体で統合された強大な特許ポート
フォリオを単一のエンティティが保有・管理している方が、交渉力と法的防衛力が飛躍的に向上す
る。 
 
第二に、研究開発（R&D）投資の効率的回収と、グローバルな移転価格税制（Transfer Pricing）の
枠組みにおける税務および資本の最適化である。親会社や中核的なR&D法人が巨額の研究開発リ
スクを負い、その結果として創出された知的財産を各国の現地法人（日本オラクルなど）にライセン
ス供与する形態をとることで、各地域での売上に応じたロイヤルティ（特許使用料やライセンス料）を
適切な形で知財保有会社に還流させるスキームが構築される。これにより、グループ全体の資本効
率を最大化し、次のイノベーションに向けた再投資への資金ループを形成することが可能となる。 
 
したがって、日本オラクルにおける「知財戦略」とは、基礎研究のためのラボを国内に多数構え、自ら
の名義で特許を出願することではない。親会社が莫大な資本と人材を投じて開発した「自律型デー
タベース」や「AI搭載クラウド」といった世界最高峰の知的財産を、日本市場の複雑な法規制、独特
の商慣習、および日本語という言語的要件に合わせて最適化（ローカライズ）し、顧客に対して販
売、導入、サポートする権利を最大限に活用することこそが、同社の知財戦略の中核を成している
のである。 

第3章：親会社の圧倒的な研究開発投資と無形資産の外部調
達 
日本オラクルが日本市場で提供する製品群の圧倒的な競争力は、親会社である米国オラクル・コー
ポレーションが投じる天文学的な規模の研究開発費と、アグレッシブなM&A（合併・買収）戦略によっ
て担保されている。 
 
オラクル・コーポレーション（グローバル）は、2025年度において570億米ドルの収益を記録し、2012
年度以降の研究開発費の累計は900億米ドル（日本円にして十数兆円規模）以上に達している[2]。
この継続的かつ巨額の投資が、同社の技術的優位性の根泉となっている。 
 
さらに注目すべきは、自社内でのオーガニックな研究開発（内部創出知財）にとどまらず、非連続的
なイノベーションを取り込むためのM&Aを通じた「無形資産の外部調達」である。オラクルは過去に
150件以上の買収を実施し、これに対して1,100億米ドル以上を投資してきた実績を持つ[2]。テクノロ
ジー業界におけるM&Aは、単なる市場シェアの拡大や売上の足し算ではない。それは、競合他社や
新興スタートアップが保有していた特許技術、優れたソフトウェア・コード、顧客基盤（データ）、そして
何よりも優秀なエンジニアという「人的資本」を包括的に自社の知財エコシステムに統合するため
の、最も迅速な手段である。 
 
米国市場におけるオラクルの研究開発費について、2025年度の公式開示データを整理すると以下
の通りである。 
 



項目 2025年度データ 

収益 573.99億米ドル 

研究開発費 98.60億米ドル 

研究開発費率 約17.2% 

2012年度以降の研究開発費累計 900億米ドル以上 

 
（注：2025年度の収益および研究開発費はOracle Corporationの2025年度Form 10-Kに基づく。
2012年度以降の研究開発費累計はOracle公式企業情報に基づく[2][3]） 
 
これらのデータが示す通り、数十億ドル規模の絶対額が継続的に研究開発に投下されており、2025
年度には売上高に対して約17.2%が研究開発費として計上されている[3]。 
 
この「累計900億ドル超のR&D」と「1,100億ドル超の買収知財」の統合は、日本オラクルにとって決
定的な意味を持つ。日本オラクルは、自社の単体貸借対照表や損益計算書に、親会社レベルの基
礎研究開発費や、親会社のM&Aに伴う巨額ののれん償却リスクを直接計上することなく、親会社か
ら提供される製品群を日本国内で展開できる構造を有している。親会社が外部の医療IT企業や特
定産業向けのSaaS企業を買収した場合、日本オラクルは日本国内におけるそれらのソリューション
の販売・導入・サポート活動に関与し、自社の営業網に乗せてマネタイズを開始することができる。こ
のようなグローバル・グループ内の製品展開構造は、外資系テクノロジー企業の日本法人ならでは
の特徴である。 

第4章：財務諸表に見る「知財マネタイズ」の構造と資本効率
の極大化 
日本オラクルの知財戦略がもたらす経済的効果とビジネスモデルの特異性は、同社の有価証券報
告書に開示されている財務データに如実に表れている。知的財産の創出（R&D）をグローバルで担
い、日本国内においては販売、コンサルティング、およびサービスの提供に特化することで、極めて
資産効率（アセットライト）の高い財務体質が構築されている。 
 
以下は、2024年5月期（前事業年度）および2025年5月期（当事業年度）の決算短信から抽出した、
日本オラクルの主要な資産項目の比較表である。 
 

資産の部 勘定科目（百万円） 前事業年度（2024年5月31日） 当事業年度（2025年5月31日） 

流動資産合計 118,829 203,861 

現金及び預金 91,904 66,616 

売掛金 21,202 22,573 

前渡金 2,910 1,482 



資産の部 勘定科目（百万円） 前事業年度（2024年5月31日） 当事業年度（2025年5月31日） 

前払費用 49 73 

関係会社短期貸付金 － 110,000 

その他流動資産 2,781 3,134 

貸倒引当金 △20 △20 

建物 19,072 19,071 

建物 減価償却累計額 △12,076 △12,813 

建物（純額） 6,995 6,257 

工具、器具及び備品 5,689 6,179 

工具、器具及び備品 減価償却
累計額 

△4,505 △3,674 

工具、器具及び備品（純額） 1,184 2,505 

土地 26,057 26,057 

有形固定資産合計 34,236 34,820 

関係会社長期貸付金 182,000 72,000 

 
（注：出典データ[4]より抜粋。一部純額は記載データからの算定） 
 
なお、2026年5月期第3四半期決算短信では、当第3四半期累計期間（自 2025年6月1日 至 2026
年2月28日）の売上高は206,670百万円、営業利益は67,023百万円、経常利益は67,742百万円、
四半期純利益は46,929百万円と記載されている[9]。当第3四半期会計期間末の総資産は315,493
百万円、純資産は188,081百万円、自己資本比率は59.6％である[9]。また、2026年5月期第3四半
期会計期間末の流動資産は274,465百万円、固定資産は41,028百万円であり、現金及び預金は
37,339百万円、売掛金は19,514百万円、関係会社短期貸付金は212,000百万円、有形固定資産合
計は35,913百万円、関係会社長期貸付金は記載上「－」となっている[9]。 
 
この貸借対照表の推移から、日本オラクルの知財戦略に起因する以下の深く、かつ重要な洞察が
導き出される。 
 
第一に、関係会社向け貸付金の大きさである。当事業年度において、流動資産の部に「関係会社短
期貸付金 110,000百万円（1,100億円）」が計上されている[4]。これに伴い、現金及び預金は前年の
91,904百万円から66,616百万円へと減少している[4]。同時に、投資その他の資産に含まれる関係
会社長期貸付金は、前事業年度末の182,000百万円から当事業年度末の72,000百万円へ減少し
ている[4]。したがって、2025年5月期決算短信から確認できる事実は、日本オラクルが関係会社に
対する短期・長期の貸付金を保有していること、および当事業年度末において短期貸付金が増加
し、長期貸付金が減少していることである。2025年5月期決算短信のみからは、新規貸付、長期貸



付から短期貸付への振替、満期区分の変更、または資金使途の詳細を特定することはできない。 
 
2026年5月期第3四半期決算短信では、親会社であるオラクル・ジャパン・ホールディング・インク向
け関係会社貸付金について、2026年12月に期限到来を迎えるため当該貸付金72,000百万円を固
定資産から流動資産へ振り替えたことが記載されている[9]。また、2026年2月に同社向け関係会社
短期貸付金110,000百万円の償還があった一方で、同年2月から10か月間を貸付期間とする新たな
貸付140,000百万円を実行した結果、関係会社短期貸付金が増加していることが記載されている[9]
。多国籍企業におけるグループ内資金運用は、グローバルでの資金効率を最適化するための財務
戦略の一部となり得る。日本オラクルについては、決算短信上、関係会社短期貸付金および関係会
社長期貸付金が確認できる。これらの貸付金は、同社がグループ内で資金を貸し付けている事実を
示すが、親会社がさらなるR&DやM&Aのために当該資金をどのように使用しているかについては、
同決算短信には記載されていない。すなわち、日本オラクルは「グローバル知財のローカル・マネタ
イズ・エンジン」として機能していると評価できる一方で、貸付金の具体的な使途については、決算短
信に記載された事実の範囲に基づいて理解する必要がある。 
 
第二に、有形固定資産の構成である。建物や工具、器具及び備品といった有形固定資産の純額
は、建物純額6,257百万円、工具、器具及び備品純額2,505百万円である[4]。一方で、同社は土地
26,057百万円を保有しており、当事業年度末の有形固定資産合計は34,820百万円である[4]。製造
業のように広大な生産工場や巨額の物理的設備投資を必要としないのが、ソフトウェアおよびクラウ
ド産業の特徴である。ソフトウェア・ライセンスやクラウド・サブスクリプションという「無形資産へのア
クセス権」の販売に特化しているため、売上の増加がそのまま高い限界利益をもたらし、結果として
劇的なキャッシュの創出につながっている。 
 
第三に、売掛金の安定した推移とクラウド関連の営業方針である。売掛金は前事業年度の21,202
百万円から当事業年度の22,573百万円へと微増にとどまっている[4]。日本オラクルの決算短信で
は、同社がクラウドとオンプレミスの双方に展開可能な総合的製品ポートフォリオを有していること、
Oracle Cloudがソフトウェア・ライセンスと同じ設計思想・同じ技術で構築されていること、オンプレミ
ス・システムとオラクルクラウドとの連携および双方向の移行を可能とすることが記載されている[4]。
また、クラウド＆ライセンス領域では、レガシー・システムからの脱却、システム標準化・オープン化、
柔軟なIT基盤への刷新、パートナー企業とのアライアンス強化、中堅中小企業向け需要創出への取
り組みが記載されている[4]。売掛金の推移のみから収益モデルの内訳やARRの増減を直接識別す
ることはできないが、決算短信上はクラウド移行およびクラウド関連サービスの展開が営業方針とし
て示されている。 
 
2026年5月期第3四半期決算短信では、報告セグメント別売上高（累計期間）として、クラウド60,638
百万円、ソフトウェア・ライセンス31,669百万円、ソフトウェア・サポート85,042百万円、クラウド・アン
ド・ソフトウェア177,350百万円、ハードウェア10,120百万円、サービス19,200百万円、合計206,670
百万円が記載されている[9]。同短信では、第1四半期会計期間より従来「クラウド＆ライセンス」とし
ていた報告セグメントの名称を「クラウド・アンド・ソフトウェア」に、「ハードウェア・システムズ」として
いた報告セグメントの名称を「ハードウェア」にそれぞれ変更したこと、当該変更は報告セグメントの
名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はないことが記載されている[9]。 

第5章：国内ITセクターおよび他産業との知財戦略の比較分析 
日本オラクルの知財戦略の独自性をより鮮明にするためには、日本市場における他の上場企業群
との比較分析が不可欠である。有価証券報告書の業績ハイライトにおいて分類される「IT・通信」お
よび「インフラ・運輸（重工等）」の企業群との比較から、産業ごとの知財戦略のパラダイムの違いが



浮き彫りになる。 
 
以下は、日本オラクルと主要な比較対象企業群の事業モデルと知財戦略の特性を整理した比較表
である。 
 

セクター 企業例 主要な知財の形
態 

研究開発・知財
創出の主体 

設備投資・資産
特性 

グローバル・ソフ
トウェア（日本法
人） 

日本オラクル（
4716） 

ソフトウェアコー
ド、アルゴリズ
ム、グローバルブ
ランド、営業秘密 

グローバル親会
社（集中管理）、
国内はローカライ
ズと導入ノウハウ 

極めてアセットラ
イト。物理的工場
なし。無形資産の
販売に特化。 

国内独立系ソフト
ウェア（SaaS・
パッケージ） 

ラクス（3923）、
ジャストシステム
（4686） 

自社開発ソフト
ウェアコード、国
内向け特許、国
内顧客データ 

自社（日本国内
での独自開発） 

アセットライト。た
だし自社での
R&D投資負担と
リスクを直接負
う。 

総合重工・重機
械（インフラ・製造
業） 

三菱重工業（
7011）、川崎重工
業（7012）、IHI（
7013）、日本製
鋼所（5631）等 

機械構造の特
許、製造ノウハ
ウ、材料工学、設
計図面 

自社および国内
の系列・協力企
業との共同開発 

莫大な有形固定
資産（工場・設
備）が必要。特許
による防衛が極
めて重要。 

造船・プラントエ
ンジニアリング 

三井E&S（7003
）、名村造船所（
7014）、日揮HD（
1963）等 

プラント設計の特
許、建造プロセ
ス、プロジェクト
管理ノウハウ 

自社（国内および
グローバルのプ
ロジェクト現場） 

大規模なドックや
建設リソースが
必要。ハードウェ
アと密接に結び
つく。 

 
（注：企業例は上場会社の証券コード等を踏まえた比較対象として整理[5]） 
 
ラクス（3923）やジャストシステム（4686）といった国内のIT・通信セクターを代表するソフトウェア企業
は、日本オラクルと同じくアセットライトなビジネスモデルを展開している。しかし、これらの企業は日
本国内の市場ニーズに合わせてゼロから自社でソフトウェアを企画・開発し、自らの名義で特許を出
願・保有し、その研究開発コストと失敗のリスクを自社の損益計算書で直接吸収している。彼らの知
財戦略は「国内でのオーガニックな知財創出と、その直接的なマネタイズ」である。これに対し日本オ
ラクルは、前述の通りグローバルの巨大なR&Dプールから成功した知財のみを輸入し、国内市場に
展開している点で、リスクプロファイルと利益の創出構造が全く異なる。 
 
一方、三菱重工業（7011）、川崎重工業（7012）、IHI（7013）などの総合重工、および日本製鋼所（
5631）、住友重機械工業（6302）といった重機械メーカー、さらに三井E&S（7003）、名村造船所（
7014）、日揮HD（1963）、カナデビア（7004）といった造船・インフラ企業群は、物理的なハードウェア
やインフラストラクチャを製造する。これらの産業における知的財産戦略の主軸は、機械の構造、素
材の配合、製造プロセスに関する「特許権の取得」と、他社からの権利侵害を防ぐための「防御的知
財ポートフォリオの構築」である。製品のリバースエンジニアリング（分解して構造を解析すること）が



物理的に可能であるため、特許によって法的な独占権を明示的に確保することが死活問題となる。 
 
ソフトウェア、特にオラクルが推進するクラウド（SaaS/PaaS/IaaS）モデルにおいては、顧客には機
能（APIやインターフェース）が提供されるのみであり、裏側で動くソースコードやデータベースの構造
が顧客の手に渡ることはない。つまり、重工業のように「製品が市場に出回ることで知財が解析され
るリスク」が極めて低いため、特許による公開を伴う保護よりも、ソースコードをサーバー内に秘匿す
る「営業秘密（トレード・シークレット）」としての保護が圧倒的な優位性を持つ。この産業間の知財パ
ラダイムの違いが、日本オラクルの知財戦略をよりユニークなものにしているのである。 

第6章：コーポレートガバナンス・コード改訂と無形資産・人的
資本の開示義務 
近年、日本オラクルのような外資系企業の日本法人にとって、知財戦略を対外的に、かつ投資家に
対して論理的に説明する上で大きな転換点となったのが、日本のコーポレートガバナンス規制の大
幅な強化である。 
 
2021年6月に改訂されたコーポレートガバナンス・コードにおいて、補充原則3-1③および補充原則
4-2②が新設された[6]。これにより、上場企業は経営戦略の開示にあたり、自社のサステナビリティ
についての取り組みに加え、「人的資本や知的財産への投資等について、分かりやすく具体的に情
報を開示・提供すべき」と規定された[6]。さらに、取締役会は人的資本や知的財産への投資をはじ
めとする経営資源の配分が、企業の持続的な成長に資するよう実効的に監督する義務を負うことと
なった[6]。 
 
市場の動向を示すデータによれば、日本取引所グループが公表した対応状況（2021年12月末時
点）において、TOPIX100（東証上場銘柄の中でも時価総額および流動性の高い大型株100銘柄で
構成される株価指数）に限定して分析した場合、補充原則3-1③にComplyした94社のうち67社（比
率として71.3%）が、自社のコーポレートガバナンス報告書等において知的財産への投資について
言及・開示していることが明らかになっている[6]。日本オラクルも日本市場に上場する独立した企業
として、この市場要請に応え、国内外の機関投資家に対して自社の知財戦略の妥当性を説明する
責任がある。 
 
しかし、第2章で述べた通り、日本オラクルは基礎技術の特許出願の主体ではない。したがって、同
社の「知的財産への投資」に関する開示は、日本の伝統的な製造業が語るような「特許出願件数」
や「売上高研究開発費比率」を中心とした定量的なパラダイムからは逸脱せざるを得ない。この構造
的な制約に対し、日本オラクルは無形資産の定義を拡張し、グローバルの知財エコシステムへのア
クセス権と、それを国内で展開するための人的資本への投資を統合するアプローチをとる必要があ
る。 
 
具体的な知財戦略の柱として、オラクル・グループが全世界に擁する500万人の開発者コミュニティ
や顧客コミュニティへの参画が挙げられる[2]。ソフトウェア業界において、特定の技術を扱えるエン
ジニアの数や、その技術を中心としたコミュニティ（ネットワーク外部性）自体が、極めて強力な広義
の知的財産である。日本オラクルは、日本国内の技術者やパートナー企業をこのグローバルなエコ
システムに巻き込むための教育プログラムや資格認定制度に投資を行っており、これが「知財を活
用・普及させるためのインフラ投資」として機能している。 
 
さらに、ガバナンス・コードが人的資本と知的財産を並列で扱っていること[6]は、日本オラクルにとっ
て極めて親和性が高い。高度なデータベースのチューニング、クラウド環境のアーキテクチャ設計、



複雑なエンタープライズ・システムのインテグレーションを遂行できるトップクラスのITコンサルタント
やエンジニアが有する「暗黙知（ノウハウ）」こそが、同社にとって最も価値のある無形資産である。
人的資本への継続的な投資（トレーニング、グローバルな知見の共有、競争力のある報酬体系）が、
そのまま国内における知財競争力の維持・強化に直結しているのである。 

第7章：営業秘密（トレード・シークレット）の保護とコンプライア
ンス体制 
前章で触れた人的資本に関連して、ソフトウェア企業における知的財産保護のもう一つの極めて重
要な側面が、「従業員を通じた知財の流出防止」と「営業秘密（トレード・シークレット）の厳格な管理」
である。 
 
日本オラクルは、コーポレーションのコーポレート・ガバナンス方針に基づいた十分なガバナンスを実
現できる体制を整えており、社員に対して全世界のオラクル・グループ共通の「Oracle Code of 
Ethics and Business Conduct（倫理とビジネス行動規範に関する規程、略称：オラクル・コード）」の
周知徹底を図っている[1][7]。このオラクル・コードは、単なる一般的な倫理規定にとどまらず、企業
活動を遂行する上での情報管理、顧客データの保護、および自社のアルゴリズムやソースコード、
導入メソドロジーといった機密情報の取り扱いに関するガイドラインとして機能している。 
 
特許による知財保護が「技術を公開する代償として一定期間の独占権を得る」というメカニズムであ
るのに対し、営業秘密による保護は「技術を徹底的に秘匿することで半永久的に模倣を防ぐ」という
アプローチである。ソフトウェアのソースコードや、AIを訓練するための固有のデータセットなどは、特
許化するよりも営業秘密として社内に留めておく方が戦略的に有利な場合が多い。しかし、営業秘
密が法的に保護されるためには、それが「秘密として管理されていること（秘密管理性）」「有用な営
業上または技術上の情報であること（有用性）」「公然と知られていないこと（非公知性）」という要件
を満たす必要がある[8]。オラクル・コードの運用や社内の情報管理体制は、この「秘密管理性」を検
討する際の重要な要素となる。 
 
また、人材の流動性が高いIT業界において、知財（ノウハウ）を持った従業員が競合他社に引き抜
かれることは最大の知財流出リスクである。日本オラクルは平成12年（2000年）11月という早い段階
で役員退職慰労金制度を廃止している[1]。これは、旧態依然とした日本の報酬体系から脱却し、グ
ローバル標準の成果主義や株式報酬型のエクイティ・インセンティブへと移行することで、経営陣や
キーパーソンを中長期的な株主価値向上（＝無形資産価値の最大化）へコミットさせるための先駆
的なガバナンス改革であったと評価できる。企業としての求心力を高め、プロフェッショナルな倫理観
を醸成することが、結果として最も強固な知財保護策として機能しているのである。 

第8章：クラウド・コンピューティングとAI時代における知財保護
のパラダイムシフト 
オラクルのグローバル戦略は現在、オンプレミス（顧客の自社サーバーでの運用）環境向けのソフト
ウェア・ライセンス販売という過去のビジネスモデルから、クラウド・インフラストラクチャ（OCI：Oracle 
Cloud Infrastructure）およびSaaS型アプリケーションの提供へと完全に軸足を移している。この事業
環境の根本的な激変は、日本オラクルの知財戦略の実務にも地殻変動をもたらしている。 
 
オラクルは世界初の「自律型データベース（Autonomous Database）」を発表し、業界をリードする広
範かつ高度なAI（人工知能）を搭載したクラウド・アプリケーション・スイートを市場に展開している[2]



。自律型データベースは、機械学習を用いてデータベースのチューニング、セキュリティのパッチ適
用、バックアップなどの運用管理を自動化する画期的な技術である。また、Oracle公式沿革では、
2000年にOracle E-Business Suite 11iを使用して自社システムを統合し、10億米ドルを削減したこと
が記載されている[2]。これは、Oracleが自社製品を自社の業務運営にも活用してきた事例である。 
 
クラウドとAIの時代において、知財の核心は単なる「静的なコード」から、「膨大なデータと動的なア
ルゴリズムの統合体」へと移行している。従来のオンプレミス時代のソフトウェア・ライセンス・モデル
では、コンパイルされたプログラムが物理的なメディア（CD-ROM等）やダウンロード・ファイルを通じ
て顧客のサーバー環境に直接引き渡されていた。そのため、不正コピーやリバース・エンジニアリン
グを防ぐための著作権法や特許法による法的保護、あるいはライセンスキーによる技術的制限が最
前線の防御壁であった。 
 
しかし、自律型データベースやSaaS型のAIアプリケーションにおいては、ソフトウェアのコア・エンジ
ンやAIの推論モデルはすべて、オラクル側が厳重に管理する堅牢なデータセンター内部（クラウド
上）で稼働している。顧客はAPIやウェブブラウザを通じて「ソフトウェアの機能と結果」にアクセスす
るのみであり、内部のソースコードや機械学習の重み付け（パラメータ）といった中核的な知財に直
接触れることは物理的に不可能である。すなわち、クラウド化というデリバリーモデルの変更そのも
のが、物理的・技術的隔離による最強の「トレード・シークレット保護戦略」として機能しているのであ
る。 
 
このパラダイムシフトにより、日本オラクルが国内で注力すべき知財戦略の焦点は、ソフトウェアの
不正利用の「侵害監視」やライセンス監査から、クラウド環境における「顧客データの安全性保証」、
「高い稼働率とパフォーマンスの担保（SLA）」、そして「AIを顧客の固有データに適用する際のデー
タ・ガバナンスとプライバシー保護」へと完全に移行している。自社の知財を守ること以上に、顧客が
持つデータ（顧客の知財）をオラクルのクラウド環境下でいかに安全かつ効果的に活用させるかとい
う、プラットフォームとしての信頼性構築が新たな無形資産となっているのである。 

第9章：ヘルスケア領域におけるデータ・ガバナンスと新たな無
形資産の創出 
さらに注目すべきは、オラクルの特定の産業領域（バーティカル・インダストリー）への深い浸透と、そ
こから生み出される新たな形態の知的財産である。その最たる例がヘルスケア分野である。 
 
オラクルは、米国、ヨーロッパ、アジア太平洋地域にまたがる950万人以上の受益者にサービスを提
供する世界最大のEHR（Electronic Health Records：電子健康記録）実装を誇っている[2]。これは、
親会社によるCerner社等の大規模なM&A戦略[2]が結実したものであり、医療IT分野における圧倒
的なプレゼンスを示している。 
 
医療データや健康情報（カルテ情報、投薬履歴、検査結果など）は、各国の個人情報保護法規（日
本においては個人情報保護法や次世代医療基盤法、米国におけるHIPAAなど）によって極めて厳
格に管理されるセンシティブな機密データである。このような機微なデータを横断的に管理・運用す
るシステム基盤を提供し、AIによる高度な分析を可能にすることは、単なるデータベース技術の証明
にとどまらない。それは、各国の規制当局が要求する最高レベルのセキュリティ基準、プライバシー
保護の枠組み、およびコンプライアンス要件を完全に満たしているという「信頼の証」であり、それ自
体が巨大な参入障壁となる。 
 
日本市場におけるヘルスケア分野や、あるいは中央省庁・地方自治体向けの公共セクター（ガバメ



ント・クラウドなど）への展開において、日本オラクルが構築する各省庁や医療機関との信頼関係、
複雑なシステム導入のプロジェクト・マネジメント・ノウハウ、およびローカルな法規制に適合させるた
めの独自のカスタマイズやAPI連携の技術は、他社には容易に模倣できない強固な防壁を形成す
る。 
 
グローバルのコア技術（EHRの基本アーキテクチャ）を、日本の複雑な医療制度や健康保険システ
ムという特有のレギュレーション（規制）環境下で価値あるものに変換するための活動、これこそが日
本オラクルが独自に蓄積している「ローカライズされた無形資産（知的財産）」である。「レギュラト
リー・知財」とでも呼ぶべきこの資産は、特許公報には一切掲載されないが、競合他社からのリプレ
イスを防ぎ、顧客を長期的なサブスクリプション契約にロックインするための極めて強力な競争源泉
となっている。 

第10章：総括と将来展望（結論） 
本報告書の多角的かつ包括的な分析により、2026年時点における日本オラクル（4716）の知的財
産戦略に関する全体像と、それが企業価値創造に果たすメカニズムが極めて明確に浮かび上がっ
た。 
 
同社の知財戦略の本質は、「自ら基礎技術の特許を創出・保有すること」ではなく、「グローバル規模
で中央集権的に管理された巨大な知的財産（累計900億ドル以上のR&D投資と150件以上のM&A
による技術の集大成[2]）を、日本市場において最高効率で収益化するためのディストリビューション
およびインテグレーションの最適化」にある。日本オラクルの過去の有価証券報告書におけるOracle 
International Corporationの記載[1]は、このグローバルな分業体制を理解するための根拠の一つで
ある。 
 
財務諸表が示す有形固定資産の構成と、関係会社に対する短期貸付金および長期貸付金[4][9]の
存在は、日本オラクルが「知財の活用によるキャッシュ創出」と「グローバル・グループ内の資金運
用」というビジネスモデルを機能させていることを示している。同社は、製造業[5]のように自社で多額
の資本的支出（CAPEX）やR&Dリスクを負うことなく、親会社のイノベーションの果実をローカル市場
で刈り取ることに成功している。 
 
また、2021年のコーポレートガバナンス・コード改訂[6]に伴い、非財務情報である無形資産や人的
資本の開示の重要性が日本市場で高まる中、日本オラクルは単なる特許出願件数に依存しない、
次世代の価値提案を行っている。「オラクル・コード」に基づく厳格なコンプライアンスと営業秘密の保
護[7][8]、500万人に及ぶ巨大な開発者コミュニティとの連携[2]、そしてクラウド時代のAIや自律型シ
ステムを顧客のビジネスに実装するための高度なコンサルタントやエンジニア（人的資本）の育成で
ある。 
 
今後のクラウドおよびAIプラットフォームのさらなる普及において、エンタープライズ・ソフトウェアにお
ける知的財産保護の主戦場は、特許権を中心とした法的権利の主張から、データセンターの物理
的・技術的秘匿性によるトレード・シークレットの保護、およびデータの取り扱いに関する高度なセ
キュリティ・ガバナンスへと完全に移行していく。日本オラクルは、親会社が提供する「自律型データ
ベース」や「AIクラウド・アプリケーション・スイート」[2]という堅牢なテクノロジー基盤をベースに、日本
特有のデータ・レギュレーション（ヘルスケア領域等を含む）への適合性と、強固な顧客リレーション
シップというローカライズされた「新たな無形資産」を蓄積し続けることで、持続的な競争優位性を確
保していくものと確信される。 
 



投資家、経営アナリスト、および業界のステークホルダーは、日本オラクルの企業価値を評価する
際、伝統的な国内完結型の製造業や独立系ソフトウェア企業における旧来の知財指標を適用する
べきではない。同社の真の価値は、「グローバルに集積されたOracleグループの知財へのアクセス
権の価値」と、「それをローカル市場の複雑な要件に合わせてキャッシュに変換する卓越した実行能
力（人的資本と顧客基盤）」という、より洗練された無形資産の評価軸によって測られるべきである。
これこそが、国境を越えたデータ経済圏が支配する次世代のソフトウェアおよびクラウド産業におけ
る、真の知的財産戦略の完成形である。 
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